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１．はじめに
　平成 20年（2008）の中央教育審議会答申『幼稚園、
小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習
指導要領等の改善について』は、基礎的・基本的な
知識・技能の習得やそれらを活用して課題を見いだ
し、解決するための思考力・判断力・表現力等が必
要であるとしつつ、「同時に、『共存・協力
0 0 0 0
』も必要で
ある。国や社会の間を情報や人材が行き交い、相互
に密接・複雑に関連する中で、世界や我が国社会が
持続可能な発展を遂げるためには、環境問題や少
子・高齢化といった課題に協力しながら積極的に対
応することが求められる。このような社会では、自
0
己との対話を重ねつつ
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
、
 
他者や社会
0 0 0 0 0
、自
 0
然や環境と
0 0 0 0 0
共に生きる
0 0 0 0 0
、
 
積極的な
0 0 0 0
『
 
開かれた個
0 0 0 0 0
』
 
であること
0 0 0 0 0
が
求められる（傍点矢島）」と述べている。
　これは、グローバル化する社会において、「共存・
協力」というキーワードのもとで〈自立できる個人〉
の重要性や、〈対他者〉、〈対社会〉、〈対自然・環境〉に
おいて、自ら問題に働きかけ、状況を打開・改善し
ていく人間像への期待を示したものである。
　もともと中教審答申とは、文部科学大臣の諮問に
基づく協議を行うため〈政
ポリティカル
治的〉なものであるが、
藤田（2010）が「教育改革においては、学問的専門
性・実践的専門性・行政的専門性が軽視され、市民
的公共性（公共圏）と社会的公共性（公共圏）の空
洞化が進み、かくして、教育政策過程は政治主導の
矢継ぎ早の改革とそれを指示・容認するポピュリズ
ムに支配される傾向を強めてきた」1）と指摘するよ
うに、〈自己責任―自己負担〉や〈自己決定―自己負
担―自己利益〉といった個人主義的発想に基づく最
近の社会風潮と深く関わるものになっている。
　一方で、平成 17年（2005）の中央教育審議会に
おける「教育課程の基準全体の見直し」に関する審
議以降、「言語活動の充実」という目標が非常に重要
視されるようになってきた。
　平成 28年（2016）の『学習指導要領改訂の方向性
（案）』でも、「主
ア ク テ ィ ブ ・ ラ ー ニ ン グ
体的・対話的で深い学び」という〈学
び方〉が強調されている。「対話的な学び」につい
ては、「他者との協働や外界との相互作用を通じて、
自らの考えを広げ深める、対話的な学びの過程を実
現」するものと説明されている。
　このように、最近の日本の教育行政では学習指導
要領の基本軸として「言語活動の充実」や「対話的で
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深い学び」というコミュニケーション的要素を中核
に位置づけて、学校教育の全ての学習での実施によ
る資質・能力向上を求めている。
　その理由は、OECDの国際学力調査（PISA）の
結果から読解力の低下が認められたことや、いじめ
やニートなど人間関係にかかわる問題が喫緊の課題
となっていることなどである2）。
　では、「共存・協力のための言語活動」とはどうい
う活動なのだろうか。また、「自己との対話を重ねつ
つ、他者や社会、自然や環境と共に生きる個人」を
育む学びとはどういうものなのだろうか。
　文部科学省資料3）は、以下のように解説する。
　「考えを伝え合うことは、自分の考えになかった
ものを受け入れて自らの考えに生かしたり、相手の
立場や考えを考慮し、尊重したりすることで自らの
考えや集団の考えを発展させることにつながる。」
　「他者との対話を通して考えを明確にし、自己を
表現し、他者を尊重し理解するなど互いの存在につ
いての理解を深める。」
　「自分と相手の思いや考えについて、『何が同じ』
で『何が異なるか』という視点で整理しながら、相
手の話をしっかり聞き取り、受け止めるようにする
とともに、納得したり、合意したり、折り合いを付
けたりするなど、状況に応じて的確に反応すること
ができるようにすることも大切である。」
　これらを総括すると、「言語活動」の有意性とは、
相手の考えとの〈相違〉に気づき、それを〈受容〉す
るとともに、〈考慮〉したり、〈尊重〉したりしつつ、
集団の考えの〈振り返り〉を行い、考えを〈深化〉さ
せたり〈発展〉させたりして、〈納得〉や〈合意〉を得
て、時には、〈折衷〉など状況に応じて的確に反応す
る能力を身に付けることといえよう。そして、その
手段が〈言語表現〉や〈対話〉や〈コミュニケーショ
ン的行為〉である。
　けれども、現在の日本の社会は、相違の受容や相
互の尊重や考えを深化させ合意を得ることを志向し
ているだろうか。また、学校教育では、「共存・協力」
や「自己との対話」や「他者や社会、自然や環境との
共生」がどれだけ意欲的に計画的に学習されている
だろうか。
　最近の深刻さが浮き彫りになっている社会的課題
の事例を挙げてみよう。
　平成 26年度の児童虐待の相談対応件数は児童虐
待防止法施行前の平成 11年度に比べて約 7.6倍に
も増加している。しかし、それを防ぐ役割を果たす
児童福祉司の増加や児童相談所等での相談体制の充
実は十分ではない。また、子どもの相対的貧困率は
上昇傾向にあるばかりでなく、先進国の中でも深刻
な状況にある。離別や死別による約 146万世帯の「ひ
とり親世帯」の貧困率が 54.6％にも達する実態を改
善するための議論は未だ活発ではない4）。
　また、経済システムの国際化の進展に伴い、就労
を目的として日本に入国在住する外国人は急激に増
加している。しかし、彼らをとりまく雇用情勢は不
安定であり、求人求職のミスマッチも多く、日本語
能力が劣る者は特に就業が困難だといわれている。
しかし、この問題に対する行政の対応は遅滞してい
るし、課題解決のための議論も十分ではない5）。
　さらに、特に地方では、人口減少や高齢化などの
影響が急激に深刻化している。そのため、人々の自
然に対する働き掛けの縮小が里地里山の荒廃を進め、
鳥獣被害の増加は人々の営農意欲を低下させている。
逆に、CO2排出量の削減が思うように進まず地球温
暖化が相変わらす進行しているなど環境問題につい
ての議論も積極的に行われているともいえない6）。
　本来ならば、こうした社会的課題こそ児童生徒の
学びに反映されるべきと思う。しかし、現実の学校
でこうした議論に時間を割くことは難しい。相変わ
らず基礎的・基本的な知識・技能の習得がなにより
も優先されている。そうした中で「言語活動の充実」
や「対話的で深い学び」が、本当に「共存・協力」を
志向する社会の実現に資するものになりうるかはな
はだ曖昧だと考えざるを得ない。
２．「言語活動の充実」に関する論考から
　平成 16年（2004）の文化審議会答申『これからの
時代に求められる国語力について』では、「国語の教
育を学校教育の中核に据えて、全教育課程を編成す
ることが重要である」と示している。「言語活動の
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充実」は全教育活動を通して行われるとされている
とはいえ、国語教育がその中核を担うべきことは衆
目一致するところであろう。
　これまでも国語教育研究においては、西尾実らの
主唱による「言語生活主義」による指導論などを軸
にしながら、児童生徒の言語生活の実態に基づき、
話し言葉を中心とした多様なコミュニケーション形
態や機能についての多様な論究がなされてきた。特
に、「話すこと」「聞くこと」の領域を中心にした「言
語活動の充実」は常に意識されてきた。
　昭和 22年（1947）の『小学校学習指導要領試案（国
語科編）』7）にも、「今後はことばを広い社会的手段と
して用いるような要求と能力をやしなうことにつと
めなければならない。」「表現意欲を盛んにし、かっ
ぱつな言語活動をすることによって、社会生活を円
滑にしようとする要求と能力とを発達させること。」
「自分を社会に適応させ、個性を伸ばし、また、他
人を動かす手段として、効果的に、話したり、書い
たりしようとする要求と能力とを発達させること。」
などの言語と社会生活能力との関連性を意識した目
標記述が見られる。これは現行学習指導要領（国語）
が目指す方向と基本的には同様といえよう。こうし
た不易的な目標をその時代の社会状況や児童生徒の
実態から見直し、どう指導改善を図るかが国語教育
研究の意義である。現在の主な視点が知識基盤社会
化やグローバル化への対応である。
　日本国語教育学会の機関誌『月刊国語教育研究』
でも児童生徒の言語生活や対話力の向上を見据えた
特集が組まれ、様々な問題提起がなされている。
　府川（2013）は「言語活動の充実」の意義を認め
つつ「問題は『充実』する活動の質の吟味」だと述べ
る。同時に「人間関係を育む言語活動は人間関係を
活性化する言語活動を再生産する」とし、「人間関係
は、日常的実用的な言語活動と、非日常的非実用的
な言語活動との二重性の狭間に成り立っている。と
すれば、人間関係を安定させる一方で、またそれを
揺り動かすこと、その往復的言語活動の中に新たな
人間関係が明滅」すると論じている8）。この発想は、
「公共の関心事を論ずるときに、そして他の同胞に
対する我々の責任を満たすときに使用を義務づけら
れる平凡な日常の言語と、独りみずからの心におい
て、独り孤独に身を委ねるときに、自分自身に語り
かける言語を区別」9）して使い分けるというネオプ
ラグマティックなローティの発想を想起させる。つ
まり、〈言語論的転回〉に基づき、言語の価値は個人
的に判断されるという相対主義的な発想により、言
語を功利主義的な武器のように用いようとする〈言
語戦略論〉的な考え方である。確かに国語教育の場
では、日常と非日常という相反する二種の言語活動
が存在している。ただ、それは人間関係構築へと統
合化するものではなく、建前と本音とを使い分け、
人間関係を遊離化させる傾向がある。学校には、論
理療法10）でいわれる〈非
イラショナル・ビリーフ
合理的な信念〉すなわち「そ
うせねばならない」という強迫観念が存在する。そ
れを打破するような自由な思考状況を生み出すのは
なかなか容易ではない。実現のためには、取り上げ
る話題についての熟慮が必要であろう。
　桑原（2015）は「言語生活」を「主体的言語活動の
コンテクスト」とし、具体的な場や状況に応じて対
応する言語能力が培われると主張する11）。この考え
方は大村はまの実践「生活の中で生活の話題で展開
する単元学習」を想起させる。ただし、児童生徒の
日常生活の単調化し、疑
バ ー チ ャ ラ イ ズ
似現実化という客体化が進
む現状に対してどれだけ機能できるか。児童生徒の
日常生活の問題性を引き出し揺さぶれなければ、こ
れは単に言語生活の構造をプラグマチックに分析し
たカタログにすぎないのではないか。ポストモダン
の旗頭であるフーコーは「創設的主体の哲学におい
てであれ、根源的経験の哲学においてであれ、普遍
的媒介の哲学においてであれ、言説は、一つの遊戯
以上の何ものでもありません」12）と語るが、学校教
育においては、児童生徒が〈世界〉について語るこ
とを〈言説の遊戯〉に堕してはなるまい。行為と発
話の関係性に注目する文脈論だけでは、問題解決の
手段とはなり得ないだろう。
　石塚（2016）の問題提起は、ペシミスティックで
アイロニカルである。「インターネットの発達で、
学習者本人も情報は『個別』に自己の興味関心のま
まに蒐集することが可能になっている。そうした現
状がかつては自然におこなわれていた『協働』や『対
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話』による学習を奪っている可能性はないだろう
か。」13）というとおり、児童生徒の生活は間違いな
く個人化、個業化している。しかし、その解決のた
めに「学習者たちの様々な疑問や意見を包含しても
なお読むに耐えうる学習材を『会読』していく」の
は可能なのだろうか。そのような学習材は果たして
存在するのか。ノスタルジックな願いだけでは問題
の解決にはならない。だが、学習者である児童生徒
と、彼らが今、実際に生活し、これからの人生にお
いて生活していかねばならない社会の問題性を鋭く
問い詰める内容と意味を持つ話題においてならば、
「会読」を含むコミュニケーション的行為は可能に
なるであろう。
　金子（2016）は「討論や体験を通じて、問題を発
見し、対話しながら課題を解決していく、自ら学ぶ
学習方法・形態としてアクティブ・ラーニングが強
調されたことは周知の通りである。『対話的学習』
は『協働する力を育てる』学習の一つである。」と定
義づけ、「そこには、常に主体的に取り組む意欲や多
様性を尊重する態度が求められる。何が『他者と協
働する力』となるのか、考えてみる必要がある。」
とまとめている14）。現場の教員たちが「アクティブ・
ラーニング」といった未成熟な用語に戸惑う昨今こ
そ、言語活動についての論考においては、拠って立
つ理論の思想的基盤を丹念に見直す作業がますます
重要になるであろう。
　全国大学国語教育学会の機関誌『国語科教育』を
管見しても、「言語活動の充実」にかかわる論考は多
く見受けられる。総じて構造主義的発想に基づくも
のが目立つ。
　古閑（2013）は、「対話を核とする学習過程デザイ
ンの要件」として「判断に迷っている自分の言葉に
立ち止まり、それを学習者間で共有する他者対話場
面をつくる」15）ことを挙げている。これは、桑原
（2012）「学習者の言語知識としての再内在化によっ
て言語知識が更新される学習過程のデザイン」16） や、
難波（2008）「メタ認知により学習者の世界観や自
己観を他者の異なる解釈との相対化によって進化さ
せる学習過程のデザイン」17） などに基づく。確かに、
こうした学習方略は児童生徒の言語知識や言語表現
の質的向上につながる。ただ、児童生徒の〈世界に
対する認識〉という深層思考系をどう揺さぶるかは
明らかではない。真に共創的な〈対話〉とは、児童
生徒個々の〈世界に対する見方〉を豊かで柔軟なも
のにするはずである。
　谷口（2010）は、末田・福田（2003）「コミュニケー
ションに関する 4つの視点」18）の一つである「相互
作用論的視点」から「互いに相手や物事に対する共
通理解を深め、意味のあるシンボルを創造し、共有
することができる能力」19）の重要性を述べている。
これは、倉澤栄吉が示した「事物認識における論理
性と相手意識における倫理性」に基づく〈対話〉の
考え方から学んでいると思われる。谷口は、国語科
学習では、相互作用論なコミュニケーションに「い
かに効率よく情報を伝達するか」という「機械論的
視点」が混入することで、言語スキル的な学習に矮
小化していると指摘し、その解決策として新たなメ
タ認知的知識の生成と共有による「コミュニケー
ション統制能力」の重要性を強調している。しかし、
学習で育まれた適応的なメタ認知能力が、日常や社
会における人間関係能力や対話能力としてどのよう
に有効に機能するかは明確にされていない。やはり、
時と場と話題という〈社会性〉を含めてさらに深く
検討する必要があろう。
　森（2012）は、コミュニケーションの目的に関す
る拠り所として、ハーバーマスのコミュニケーショ
ン的行為の理論を取り上げ、ハーバーマスにおける
〈コンセンサス〉概念について考察している。森は、
ハーバーマスのコミュニケーション的行為の有意性
を「行為者たちが自身の成果を最優先するのではな
く、『共通の状況定義に基づいて自分たちの行為計画
を互いに同調させることができる』ようなとき」に
あると指摘し、それが国語学習における話し合い活
動とどう関わるか検討している20）。
　その結果、森は、ハーバーマスのコミュニケーショ
ン的行為の理論が今後の国語教育に対する示唆性を
多く含むとしながらも、ハーバーマスのいう合
コンセンサス
意は
「他者性」への配慮が十分でない点に課題があると
指摘している。その理由として挙げているのは、村
松（2002）等が論じている「多文化・多言語共生」
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という面からの生活世界の共有化の難しさである21）。
確かに、ハーバーマスの〈合意〉の考え方は、発話
者の意識と文脈の関係を考察する語用論的な手法に
基づいており、同意に関しては人間同士の〈間主観性〉
に序列が生じるという問題性がないわけではない。
よって、「必ず合意形成を重視しなければならない」
というバイアスが「差異について、取り除くべきも
の矯正すべきものとして貶める」危うさを持つとい
う森の危惧は理解できる。
　森は、差異についての話し合いに関して話し合う
行為自体に目的を絞るというアレントの考え方に
沿ったコミュニケーション的な行為を推奨している
が、〈合意〉への志向よりも、問題についての考え方
の〈差異〉の理解の方に学習材としての価値を見い
だす発想は、コミュニケーション的行為を通じて話
し合う人間にとって、問題の解決に向かう思索の深
まりをどう担保するかという点で弱さが感じられる。
やはり、社会的問題の解決を目指す主体的な意志形
成の経験が、学校教育のトータルな目標としてはよ
り重要なのではないだろうか。
３．コミュニケーション的行為と公共性
　そもそも、森が取り上げているハーバーマスのコ
ミュニケーション的行為の理論とは、どのような目
的を持つのか。
　中岡（2003）は、ハーバーマスが「後期資本主義
社会の経済的・政治的現実が子どもの成長過程に悪
影響を及ぼし、合理的な自我形成を妨げることに、
強い危機感をもっている。この悪しきメカニズムを
社会心理学的に洞察し、文化的伝統を批判的に継承
する自立した個人が育つような社会状況、合理的な
コミュニケーション環境を守りたい」22）と考えてい
ることを強調している。
　ハーバーマスは、生活世界におけるコンテクスト
を前提としてコミュニケーション的行為の有効性を
明らかにしようとしている。しかし、その真の目的
はコミュニケーション的行為の成立の可否というよ
り、そのコミュニケーション的行為が有する〈合理
的妥当性〉の可否にある。具体的には、自分は真理
を表明しようとしているという〈真理性〉、自分は正
しい規範に従っているという〈規範性〉、自分は意図
通り誠実に述べているという〈誠実性〉の三要件を
どう満たしているかである。ハーバーマスは、現実
社会のコミュニケーション的行為は三要件を満たさ
ないことが多いことを承知した上で、その状況の変
革を目指している。「およそ人間的なものすべてを、
言語と対人コミュニケーションの埒内に取り込む」23）
のがハーバーマスの構えである。
　ハーバーマスの危機意識は、後期資本主義社会の
システムの特徴である全
ゲゼルシャフト
体社会に対して、実は部
サ ブ
分
システムである政治や経済のシステムが、全体統合
の役割を果たし、個人の意識や社会の文化的価値を
制御しているという認識から発している。
　ハーバーマスの主張のいくつかをみていこう。
　「高度に複雑な市場経済システムの徹底的分化は、
有機的連帯を保証しうる規範施行を生み出さないま
まに、伝統的な連帯を破壊する。政治的意志形成の
民主主義的形態や普遍主義的な道徳は、分業がもた
らす統合破壊作用を抑制するには、あまりにも弱
い。」24）
　例えば、もともと〈私的機能〉であるはずの企業が、
現在では市場経済システムにおいて〈社会的責任〉
を負うことを強く求められている。まさに、この状
況は市場経済システムが共
ゲマインシャフト
同社会の〈有機的連帯〉
を破壊する一例を示しているといえるのではないだ
ろうか。
　「了解とは、発言の妥当性に関して、コミュニケー
ションの参加者たちが一致することである。同意と
は、話し手が掲げる妥当要求を相互主観的に承認す
ることである。」25）
　全体社会における〈了解〉を（A）とし、共同社会にお
ける〈了解〉を（B）とした場合、市場経済システムに
おいては（A）＞（B）という関係によって評価、判
断するのが基本である。そうすると〈了解〉優先の
発想ではコミュニケーションでの参加者間の力学関
係が固定され、自由なコミュニケーション的行為が
失われる要因となるのではないか。そのためにも〈同
意〉の重要性を再認識する必要があるのではないか。
　「相互行為の参加者たちは、状況について了解し
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合うことによって、文化的伝統の内に立っているの
であり、彼らはそれを利用するとともに更新する。
またかれらは、批判可能な妥当要求の相互主観的な
承認にもとづいて行為を調整していくことによって、
社会集団への帰属性を拠り所としつつ、同時に社会
集団の統合を強化する。」26）
　文化的伝統システム（a）が、多くの場合、共同
社会の帰属や統合を指向するのに対して、市場経済
システム（b）は、ほとんどの場合、全体社会の帰
属を要求する。したがって、その両システム間の調
整は共立共存に向けて行われなければならないのだ
が、現実の状況は（a）＜（b）であり、両者の優位劣
位を分化する傾向が顕著なのではないか。
　「社会的相互行為
0 0 0 0 0 0 0
。こうして得られるのは、行為
観と秩序観をおたがいに同じ分析水準におき、社会
的相互行為の概念を保管するような形で両者を結び
つけてみようという構想であったはずである。その
際、規範的な同意
0 0 0 0 0 0
という概念は、価値志向的な目的
的活動という行為観と価値と利害状況を統合すると
いう秩序観を架橋するものとして役立つだろう。そ
うすることによって勿論、行為論の中心へとおし出
されるのは、価値合意と規範の承認を担う相互行為
関与者の示すあの解釈〔活動〕、およびイエスかノー
かの態度決定である。基軸をなすのは、もはや行為
0 0
の目的
0 0 0
－手段構造
0 0 0 0
ではなく、言語に依存した合意形
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
成
0
である。（傍点訳者）」27）
　相対的に全体社会化が進む現代社会において、
我々は市場経済システムに依存して生きざるを得な
い。けれども、それは容易に政治システムの中に絡
め取られる危険と隣り合わせである。では、何を拠
り所にして主体性を保つべきなのか。
　ハーバーマスはその拠り所として〈公共性〉を提
示する。〈公共性〉は〈共生すべき異質な者の存在〉
により必要化される。そして、コミュニケーション
的行為とは安易に共同化や同一化を図らない確固と
した〈公共性〉を構築する必須要件である。結果が
合意に至らないのでよければ、その言説は単なる個
人主義的主張にしかすぎない。
　ハーバーマスは功利的な機能主義に支えられた全
体社会を「植民地化された生活世界」と呼び、それ
に対抗すべく、コミュニケーション的行為が、道徳
的かつ実践的な目的をもち、真理性、普遍性、誠実
性に裏付けられた〈合意〉を得たかにこだわる。こ
れは、公共性の具体的空間としての〈公共圏〉を守
るための主張なのである。
　森は、コミュニケーション的行為が近代の政治シ
ステム、市場経済システムの肥大を抑止する機能を
もつと措定した。それ故に、社会的抑圧がもたらす
差異の排除を強く主張するコミュニケーション的行
為は政治的すぎて学校教育においては適さないとみ
る。しかし、ハーバーマスのいう〈討
ディスクルス
議〉の意義とは、
日常世界を支配する権力や制約から脱却し、相互に
意志を通わせつつ協働して真理を求めることに収斂
する。コミュニケーション的行為は〈平等性〉〈公平
性〉〈公開性〉の原則に立つ。だから、政治的色彩
があるからこそ教育的になるのである。
　国語教育における「言語活動の充実」の目的がコ
ミュニケーション的行為〈能力〉の伸長にあるならば、
その〈方法〉だけではなく、取り上げる〈内容〉こそ
検討されるべきである。そして、その〈内容〉は優
れて政治的（経済的）なものでならなければならな
い。なぜなら〈言語活動〉や〈対話〉はそうしてはじ
めて社会全体の課題の改善を志向する実感を伴うも
のとなるからである。
　ハーバーマスは次のようにも論じている。
　「「妄想」「偏執」「偏見」「盲目」「頑迷」「虚偽意
識」などが世界観察の誤りか不適切な方法を示すも
のだ。記述的知識の一方的な使用にみられる認知
的・道具的合理性を、コミュニケイション的合理性
から切り離そうとするときにはじめて、たとえば自
律性と責任能力といった概念の対立が生ずる。責任
をとりうる人格のみが、合理的態度をとりうる。コ
ミュニケイション的行為の関連の中で責任を負う能
力ありと認められるのは、コミュニケイション共同
体の構成員として相互主観的に認められている妥当
性の要求に照らして自分の行為を方向付けうる人だ
けである。」28）
　「コミュニケイション的に社会化された主体と主
体との間の合意という新しいパラダイムによって古
くからの問題の水準に再び到達し得たのかどうかと
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いう事が、問われることになる」29）
　コミュニケーション的行為は、語用論的様態で
あっても、素材となる話題が社会的であり、それに
向き合う個人の態度が重視されなければならない。
言い換えれば、〈自律〉と〈責任〉に基づく人格的信
頼性のある個人が真のコミュニケーション的行為者
となり得るのである。
　では、その〈内容〉についてどう考えたらよいか。
　ハーバーマスは、ナチスドイツが大衆を全体主義
運動に組織することに成功した理由として、公共概
念の不安定さを逆手に取って不安な社会思想の根拠
として活用したことを挙げている。不安定な公共概
念は流動性の高い大衆を誘導するのに格好の手だて
となる。ハイデガーの論じた〈不安〉はそれを煽った。
それは他者との関わりに基づく〈公共性〉とは本質
的に相容れない。
　一方で、ハーバーマスは〈市民的公共性〉という
公権力に対する批判的領域に拠って、政治権力から
の自由を訴え、それを外部からチェックする機能を
視点に〈公共性〉を再検証する30）。
　ハーバーマスは、カントの実践理性を批判するが、
その理由はカントにはコミュニケーション的行為を
通じた妥当要求というチェック機能が見られない点
にある。それは、細見（2009）が指摘するように「書
くことのもつ公的性格と語ることのもつ私的性格と
いう、きわめて特徴的な二分法」31）であり、カントが、
公衆は語られたことを聴く聴衆ではなく、書かれた
ものを読む読者と見なしたことにもよる。しかし、
そうした〈方法〉的な見解の相違はあっても、両者
は〈内容〉的に帰一する。「実践理性批判」において
カントは「全ての人が行っても問題がない」「自分だ
けが利を得ることも損を被ることも否定」「自分の
目的が相手の目的にとって有益」「共同体の構成員
は全てがこの原則に沿って自分の目的追求をしてい
く」「自らが属する共同体の利害と反した意見を表
明する自由や権利」などを主張したが、ハーバーマ
スは「いったい誰がカントなしで済ますことができ
ようか」とも述べて、同じ考えであることを暗に認
めている32）。
　「他人の権利に関係する行為で、その格率が公表
性と一致しないものは、すべて不正である。（中略）
公表性を必要とするすべての格率は、法と政治の双
方に合致する」33）というカントの考え方は、市民社
会における〈公共性〉に人々が互いに自らの思考を
公然と他者に伝える自由や権利があることを意味す
る。カントにとっては「思考を他者に伝える自由や
権利」とは「自らの理性を公共的に用いる自由や権利」
と同義であり、それが保障される〈世界〉はハーバー
マス〈公共圏〉に通底している。〈公共圏〉とは政治
体制に抑圧されない市民的共生社会において育まれ
るものである。
　ローティですら「（ハーバーマスは）理性を、人間
の自己に内蔵された構成要素ではなく、社会的な規
範が内面化されたものと解釈しようとしているので
ある。カントが望んでいたのと同じ仕方で、民主的
な制度を『基礎づけ』たいと―しかも、社会がもっ
とコスモポリタン的で民主的になることを支持する
ものとして、『人間の尊厳への敬意』に代わって『支
配から自由なコミュニケーション』という考え方を
援用することで、カントよりもっとうまくやりたい
と―ハーバーマスは思っているのだ。」34）と述べて、
そのねらいを認めている。
　〈公共的理性〉が具体化した姿である〈合意〉によっ
て生まれる〈世界〉とは、多様な集団が複合する〈大
きな公共圏〉であり、そこではカントの〈世界市民
法の理念〉が息づく。
　カントは、『純粋理性批判』序文に、「論理学が、か
かる確実な道をずっと古くから歩んできたことは、
この学がアリストテレス以来、いささかも後退する
必要がなかったところから見ても明白である。」35）
と記した。両者は、倫理学における〈知・情・意〉
の重視において共通し、アリストテレスは〈知〉と
しての理論倫理を最重視し、カントは〈意〉として
の実践理性を最重視した。しかし、両者ともに規範
倫理性または立法道徳性としての普遍的公共論を倫
理的思考の舞台とした点に変わりはない。
　ハーバーマスは「啓蒙とはある特殊な形の自己経
験なのである。その中では『倫理的』洞察と『道徳的』
洞察とが結合している。もし我々が『倫理的』な問
いによって、我々が誰であり、そして誰でありたい
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かということを知ろうとし、そして同様に我々が『道
徳的』な問いによって、何がみんなにとってよいこ
とであるかということを知ろうとするならば、解放
を志向する意識の形成をする過程の中で道徳的な洞
察が新しい倫理的な洞察と結びつく。我々は我々自
身を同時に他者との関係において別の見地から見る
ようになるので、我々がいったい何であるのかとい
うことを知ることになる。」36）と述べる。
　自由で互いに平等な人々による友愛の発露として
の批判的論議が秩序のもとに行われ、真っ当な共通
認識に基づいた〈公共圏〉が現れることを、アリス
トテレスもカントもハーバーマスも同様に信じてい
たはずである。
４．「新しい公共」論をめぐって
　平成 22年（2010）年 8月、日本政府は「新しい公共」
宣言を行った37）。そこでは、まず明治以降の日本が、
〈公共＝官〉という意識のもとに中央政府に決定機
能や財源力を集約させた中央集権主義的近代国家化
を推し進め、その結果としての戦争の惨禍を招く原
因となったことをまず反省する。そして、戦後の行
動経済成長の時期も相変わらず〈官〉への権力集中
と依存を繰り返し、〈官〉がいつしか本来の公共の心
意気を失い、〈地域〉は自らが公共の主体であるとい
う当事者意識を失い、人々と社会とのつながりが劣
化し、学力も人生もその人次第の自己責任だとみな
す風潮の蔓延を招いたことを課題として提起してい
る。
　宣言は「一人ひとりが孤立し、国民も自分のこと、
身近なことを中心に考え、社会全体に対しての役割
を果たすという気概が希薄になってきている」と述
べている。そして、公共の主体が〈民〉に存在した
ことを振り返り、自立と協働の連帯系を再構築すべ
きことを主張する。そして、「ソーシャルキャピタル
の高い、つまり、相互信頼が高く社会コストが低い、
住民の幸せ度が高いコミュニティの形成」が現状の
社会変革を可能にするとした。
　この主張は、ある意味で守旧的な共同体主義イデ
オロギーだと批判可能であるし、地域社会をあまり
に寄りかかっているという弱点もある。けれども、
個人主義に過度に傾斜した自由主義発想や無反省な
グローバリゼーションの跳梁に異を唱え、ボトム
アップ型の〈連携〉を主張し、〈共生的な公共〉のあ
り方を志向した点では評価されるべきである。
　しかし、自
レセ フ ェ ー ル
由放任の新自由主義の跋扈に対して、
より社会的公平を志向した社会自由主義に近いこの
構想は、現在では政権交代とともに大きく変質して
しまっている。
　例えば、国や自治体が行ってきた公共サービスの
質を保つことが難しくなっている状況を凌ぐための
簡便な方策として、現在の政府は「新しい公共」の
建前のもとに〈民営化〉という権限移譲をせっせと
行っている。〈協働〉や〈絆〉と見栄えよく名付けら
れた修正「新しい公共」論は、実は新自由主義その
ものであり、こうした民営化は、特に医療や福祉や
教育といった最も非効率的、非生産的で経済的に採
算が取れない分野で綻びを生じさせている。
　〈公と私〉〈官と民〉という概念の混乱は、〈公的機
能〉が〈私的機能〉のプレゼンスを弱め、〈公的領域〉
は〈私的領域〉に責任転嫁するという無定見な浸食
も生み出している38）。
　端的な例は、公共性を担う能力をもち、その担い
手となりうるのかという〈資格〉についての議論で
ある。低所得者、障害者、ニート、引きこもり、マ
イノリティ、LGBT、ロスジェネなどの社会的弱者
には〈公共性の担い手〉としての能力や資質はない
のではないかという判断がくだされ、〈格差〉の一因
となっている。こうした考え方は市場経済システム
的には都合がよかろうが、政治システム的に見れば
〈市民的公共性〉の領域を浸食するものに他ならな
い。
　学校教育において行われるべきは、個人は誰でも
様々な活動に関与し〈公共圏〉の形成へ寄与するこ
とができることの理解と、〈公共性の担い手〉となり
うる能力や資質を高めるための支援である。若い世
代を中心に現在進みつつあるといわれる〈私人化〉
は〈脱政治化〉と同義であり、〈公共性の喪失〉や〈公
共圏の没落〉を引き起こす。
　現在称揚されている〈絆的な共同体〉は〈公共圏〉
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とどのように違うのか。〈絆的な共同体〉が同一性、
同調性、等質的価値意識、集団成員主義を意識した
閉鎖領域をつくるのに対して、〈公共圏〉は誰もが関
わることのできる空間として、数の価値認識や意見
交流の間に生まれる公開領域をつくる。さらには、
〈絆的な共同体〉が何らかの共通意識に覆われやす
い空間であるのに対し、〈公共圏〉は差異を条件とす
る一元的、排他的な帰属を求めない言説交流の空間
である。〈絆的な共同体〉が全体社会的に称揚され
るシステムであるに対して、〈公共圏〉は共同社会的
に自己反省や自己省察を可能にする生活世界である。
例えば、ヘイトクライムに熱中するレイシストたち
は〈共同体〉意識を煽り、〈絆〉への礼賛を繰り返す。
　齋藤（2000）は「私たちの生の位相が複数である
ように、公共性も複数の次元をもつ。私たちが一つ
の生／生命の位相のみを生きるわけではないように、
公共性もどれか一つの次元のみが重要なわけではな
い。私たちはニーズとは何かについて解釈し、共通
の世界について互いの意見を交わし、規範の正当性
について論じ、けっして自らのものとしえない世界
の一端が他者によって示されるのを待つ。私たちの
〈間〉に形成される公共性はそうしたいくつかの次
元にわたっている。」39）と述べる。齋藤が危惧する
のは、アイデンティティの単一化による他者の喪失
であり、応答の可能性の喪失である。
　「言語活動の充実」の重要性や「対話的で深い学び」
の価値は、そこに提示される〈内容〉にあることを
見過ごしてはならない。その〈内容〉は複数性の〈公
共圏〉を包含する、優れて〈政治的〉なものでなけ
ればならない。そのためにも、基礎能力、資質、態
度としての〈真理性〉〈規範性〉〈誠実性〉の維持と、
学ぶ環境としての〈平等性〉〈公平性〉〈公開性〉の
確保は重要である。
５．おわりに
　コミュニケーション的行為の〈内容〉が〈政治的〉
でなければならない理由は何か。本稿では「民主主
義はやや逆説的な表現になりますが、非政治的な市
民の政治的関心によって、また『政界』以外の領域
からの政治的発言と行動によってはじめて支えられ
るといっても過言ではないのです。……どうして権
力を直接目的とする活動だけが政治活動なのか。ど
うして学問や芸術といったそれ自体非政治的な動機
から発するいわばいやいやながらの政治活動があっ
てはいけないのでしょうか。」40）と論じた丸山眞男
の発想を借りてまとめとしたい。
　丸山は、「である」ことと「する」ことの対照性を
もとに日本の〈近代〉を再定義した。すなわち、帰
属性によって社会的価値が決定される「である」社
会と、業績性によって社会的価値が決定される「する」
社会の関係性である。「である」社会は、同類的存
在性が前提となり、その結果として身内化が進展し、
他者認識や理解は成立しにくくなる。それに対して
「する」社会は成員相互の対等性を前提とし、相互
の役割や意見の相違は一定の手続きに沿って公開さ
れ、討議され、共通のルールとして成立していく。
丸山は、「である」社会＜「する」社会といった優劣
比較ではなく、日本の近代社会が、自由や民主主義
といった基本的な理念を、本来、不断に見直し、監
視し、警戒し、問い直すという「する」論理・価値
によって検討するべきであったのに、実際は観念的
な「である」論理によって置き物とする危険性をずっ
と孕んできたという事実を指弾する。41）
　丸山は「不寛容に対するに不寛容を以て臨め！」42）
という。そして、教師のあり方については「反対の
説にたいする寛容ということは、しばしばいわれる
ように相対主義と結合するものではなくて、むしろ
自分の考え方にたいする本当の内面的な確信から生
まれてくるのじゃないか。自分も必ず納得させうる
という内面的な確信が欠如しているから反対説が出
てくることを怖がったり、すぐ感情的に反発してそ
れを無理に抑圧するということになる。」43）と批判
する。これは、教育の世界における日本的〈教師発
想・教師文化〉への問題提起である。
　間宮（2014）は、丸山が「主体性とはあくまでも
個人の主体性をいうのであって、日本的特殊性に
べったりと寄りかかった日本人の（集団としての）
主体性というものは主体性でもなんでもない。特殊
性ではなく日常性のなかで、一人一人の人間がウチ
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とソトを隔てる壁を突き破って独一個の人間として
立つとき、そこに主体性とともに普遍性も現われ
る。」44）と考えていたと強調する。
　我々が丸山の言説から学ぶべきことは、「学問的討
議における反対論はあった方がよい。むしろなけれ
ばこまる。また多数決できめることではない。」45）
ことを再確認し、「教育はどこまでも指導関係であっ
て、目的志向の同方向性が前提となっている。『支配』
関係は教育そのものと相容れない被支配者の価値の
収奪を威かくとして、その行動を統制する。」46）と
いう欠陥を自戒する教師の基本的スタンスである。
　現状、学校は「である」〈共同体〉論理に支配され
ている。児童生徒も教師も一様に「である」ことを
強く求められる。重要なのは「である」論理から「す
る」論理への転回である。〈学び〉だけが「する」活
動であることは不可能である。「言語活動の充実」
や「対話的で深い学び」が「する」活動になるために
は、それが「である」制度化しないように児童生徒
も教師も注意深く活動を吟味しなければならない。
　近年、〈伝統への回帰〉や〈共同体アイデンティティ〉
といったイデオロギーの関係法令の改定が粛々と進
んでいる。教育基本法には「教育の目標」が具体的
な価値基準として位置づけられた。我々はこうした
現実にきちんと目を向けて、自らの内部思考を反芻
し続けなければならない。それを〈自己内対話〉と
いうならば、「自己内対話は、自分の嫌いなものを自
分の精神の中に位置づけ、あたかもそれがすきであ
0
るかのよう
0 0 0 0 0
な自分を想定し、その立場に立って自然
的自我と対話することである。他在において認識す
るとはそういうことだ。（傍点筆者）」47）という丸山
の思想を学ぶべきだ。
　言語も自己も共同社会も〈偶発性〉だととらえる
ローティは、間主観的で暫定的な合意を重視し、そ
こに見いだされる〈連帯〉の重要性を主張するが、
それは自己文化中心主義につながらないか。
　語る人は自己の考えることや感じることに対して
つねに誠実で真実を語らねばならないというルール
が〈権力〉だとするフーコーの発想は、一面では社
会の本質を暴露するのに資するが、その先に何か見
いだすことができるのか。
　ポストモダンの言説の華やぎに惑わされず、また、
全体主義的の罠に絡め取られず、真に有意義な学校
教育における「言語活動の充実」を目指すには、社
会的弱者のポジションから見つめる〈政治的〉な〈内
容〉を積極的に語ることで、〈公共性〉への関心を一
層活性化させなければならない。
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